
平成２３年度ＰＲＴＲデータの概要について

－化学物質の届出排出量・移動量の集計結果の概要－

平成２５年３月現在

国（環境省及び経済産業省）は化学物質把握管理促進法（通称ＰＲＴＲ法）の届出制度

に基づく平成２３年度の第一種指定化学物質の排出量・移動量の全国集計結果及び個別事

業所のＰＲＴＲを公表しました。

なお、平成２０年にＰＲＴＲ法が対象物質の見直し及び対象業種の「医療業」追加の改

正があり、今回の公表は、２回目の公表となります。

環 境 省 http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html

経済産業省 http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html

これに合わせて、岐阜県におけるそれらの状況を次のとおりまとめました。

◎ 届出事業所数は、昨年度に比べやや減少した。また、届出された排出量は昨年

度に比べてやや増加し、移動量は昨年度と比べて横ばいであった。

◎ 排出量・移動量の届出は、過去５年分の修正が可能であるため、過年度のデー

タが一部修正された。

排出量：環境中（大気、公共用水域及び土壌）への排出量及び事業所内への埋立

移動量：事業所の外（廃棄物、下水道）への移動量

岐阜県 全国 全国に占める割合

届出事業所数 891 事業所 36,638 事業所 2.4%

届出物質数 151 物質 435 物質 －

届出排出量 6,628 ﾄﾝ／年 173,843 ﾄﾝ／年 3.8%

届出移動量 3,544 ﾄﾝ／年 225,027 ﾄﾝ／年 1.6%

届出排出量・移動量計 10,172 ﾄﾝ／年 398,870 ﾄﾝ／年 2.6%

県内での第一種指定化学物質の届出排出量・移動量の推移

H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度

届出事業所数 1001 事業所 953 事業所 933 事業所 891 事業所

届出物質数 129 物質 125 物質 149 物質 151 物質

届出排出量 6,879 ﾄﾝ／年 6,261ﾄﾝ／年 6,256 ﾄﾝ／年 6,628 ﾄﾝ／年

届出移動量 3,177 ﾄﾝ／年 3,381ﾄﾝ／年 3,516 ﾄﾝ／年 3,544 ﾄﾝ／年

届出排出量・移動量計 10,056 ﾄﾝ／年 9,641ﾄﾝ／年 9,771 ﾄﾝ／年 10,172 ﾄﾝ／年

PRTR:Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録）

化学物質排出把握管理促進法：

平成 11 年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改

善の促進に関する法律」いわゆるＰＲＴＲ法



１ ＰＲＴＲ制度の施行状況

平成１１年７月 化学物質排出把握管理促進法の公布

平成１３年４月 年間取扱量５ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の把握開始

平成１４年４月 平成１３年度の年間取扱量５ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の

届出開始

平成１５年３月 国による平成１３年度排出量・移動量に係る集計結果の公表届出

情報開示請求制度の開始

平成１５年４月 年間取扱量１ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の把握開始

平成１６年３月 国による平成１４年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

平成１６年４月 平成１５年度の年間取扱量１ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の

届出開始

平成１７年３月 国による平成１５年度排出量・移動量に係る集計結果の公表以降、

年度ごとに排出量・移動量に係る集計結果を公表

平成２０年１１月 化学物質排出把握管理促進法の施行令の一部改正

第一種及び第二種指定化学物質の指定の見直し並びに対象業種

の追加

平成２２年４月 化学物質排出把握管理促進法の施行規則の一部改正

化学物質指定の見直しに伴う化学物質分類番号の見直し並びに

届出様式の見直し

２ ＰＲＴＲ制度の概要

（１）対象化学物質 第１種指定化学物質 ４６２物質（平成２１年度までは３５４物質）

＜第１種指定化学物質＞

次のいずれかの有害性の条件に当てはまり、かつ環境中に広く継続的に存在する

と認められる化学物質

・人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある

・自然の状況で化学変化を起こし容易に有害な化学物質を生成する

・オゾン層破壊物質

（２）届出対象事業所 法に定める２４業種を営み、かつ従業員数が２１人以上の事業者

の事業所のうち、いずれかの指定化学物質の年間取扱量が１ ﾄﾝ 以

上の事業所（一部物質については０．５ ﾄﾝ）

（３）開示請求手続き 個別事業所のデータは、ホームページ上に掲載されていますが、

環境省、経済産業省の PRTR 開示窓口に直接請求することができます。

開示請求手続きについては、環境省ＨＰ又は経済産業省ＨＰ（下

記参照）に掲載されています。

環境省ＨＰ

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/kaiji/kaiji2.html

経済産業省ＨＰ

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/7.html



３ 岐阜県内の届出集計結果まとめ

（１）届出排出量・移動量

県内の届出排出量・移動量は１０，１７２ﾄﾝ／年で、届出物質数は１５１物質で

あった。届出排出量及び移動量は、それぞれ６，６２８トン、３，５４４ﾄﾝ／年で

あった。

届出排出量は、大気への排出量が５，３４１ﾄﾝ／年（８０．６％）とその大半を

占め、事業所内への埋立量が１，２１８ﾄﾝ／年（１８．４％）と続いている。

届出移動量は、廃棄物としての移動が３，５２５ﾄﾝ／年（９９．５％）とほとん

どを占めている。

＜排出量・移動量フロー＞

（２）届出排出量・移動量の媒体別割合

届出排出量・移動量の媒体別割合は、大気への排出が５２．５％、廃棄物として

の移動が３４．６％、事業所内埋立が１２．０％であった。（土壌への排出は０）

排出量・移動量 １，０１７２ﾄﾝ／年（届出１５１物質）

大気 ５，３４１ﾄﾝ／年

排出量 ６，６２８ﾄﾝ／年

事業所内埋立 １，２１８ﾄﾝ／年

土壌 ０ﾄﾝ／年

公共用水域 ７０ﾄﾝ／年

廃棄物 ３，５２５ﾄﾝ／年

移動量 ３，５４４ﾄﾝ／年

下水道 ２０ﾄﾝ／年



（３）媒体別の届出排出量・移動量の年度比較

平成２３年度の届出排出量及び届出移動量は、大気への排出、事業所内埋立及び

廃棄物の移動が前年度より増加し、公共用水域への排出及び下水道への移動が前年

度より減少した。

平成２３年度 届出排出量・移動量の媒体別割合
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（４）県内及び全国において届出された排出量・移動量の上位５物質

県内で届出された排出量・移動量の上位５物質は、昨年と同じ物質であった。

岐阜県 全国

順位
物質名

排出量・移動量

(ﾄﾝ/年)
前年度比 物質名

排出量・移動量

(ﾄﾝ/年)
前年度比

１ トルエン 2,671 6.2% トルエン 99,987 △6.1%

２ 二硫化炭素 2,000 5.3% マンガン及びその化合物 49,124 94.7%

３ 鉛化合物 1,119 24.7% キシレン 40,548 0.7%

４ キシレン 825 6.7% 塩化ﾒﾁﾚﾝ 20,705 △5.9%

５ 塩化ﾒﾁﾚﾝ 786 △21.2% エチルベンゼン 18,349 2.7%

その他の物質の合計 2,771 3.1% その他の物質の合計 170,157 1.6%

全物質の合計 10,172 4.1% 全物質の合計 398,870 5.1%

（５）排出量・移動量の圏域別割合

圏域別では、大規模工場が多い西濃圏域が４７.１%と高い割合を示している。

岐阜圏域

17.8%

西濃圏域

47.1%

東濃圏域

9.6%

中濃圏域

10.0%

飛騨圏域

15.5%

平成２３年度 届出排出量・移動量の圏域別割合


